
完全週休２日制を確保するモデル工事 実施要領 
 

(主旨) 
第１ この要領は、公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部改正に伴い示された、公共

工事の品質確保のための担い手の育成・確保を図るための取組みの一つとして、受注企

業の現場代理人及び主任技術者・監理技術者（以下「技術者等」）と工事現場の労働者を

週に２日間休日とし、同時に工事現場を休工とすることにより、企業や入職予定者を含

む労働者において、労働環境改善の取組に対する意識を促進させるとともに、建設業の

完全週休２日制普及に向けて効果や課題を抽出する「完全週休２日制を確保するモデル

工事」（以下、「モデル工事」という）の試行にあたり必要な事項を定める。 

 

(入札公告、特記仕様書での明示) 

第２ 発注機関の長は、モデル工事を実施する場合には、入札公告において「完全週休２日制

を確保するモデル工事」であることを明示する。また、特記仕様書に完全週休２日制モ

デル工事であることを明示する。 

 

(受注者の取組内容) 

第３ モデル工事の受注者は、現場施工に着手した日から現場が完了する日までの間、受注

企業の技術者等及び下請企業を含む工事現場の労働者を週に２日間、一斉に休日とする

と共に、労働環境にも配慮する。 

２ 受注者は、第１項で定めた休日において、工事現場を休工とし、一ヶ月毎に休日取得計

画書（以下「計画書」）を提出する。なお、この休工日は原則として土曜日及び日曜日と

するが、受注者の意向により別の日に定めることもできる。 

３ 受注者は前項で定めた計画書に対する休日取得実績書（以下「実績書」）を計画対象月の

翌月７日以内（土、日、祝日を除く）に発注者に報告する。 

４ 受注者は、施工計画作成時に工期内に工事を完成することができないと判断した場合は、

「建設工事標準請負契約約款」（平成２８ 年４月１日改正）第２１条の規定による工期

の延長変更を請求することができる。 
５ 受注者は、対象期間中、作業状況や天候等で休工日を変更する場合は、振替休日等を設

定し、事前に発注者に協議すること。 
６ 受注者は、第１項の取組を行った場合は、工事完成図書の確認の際、その状況について、

次の各号に掲げる書類を提示し、発注者の確認を受ける。 
（１）工事現場の労働者の勤務の状況がわかる書類（出勤簿等） 
（２）受注企業の技術者等の休日がわかる書類 
（３）下請企業の労働者の場合は、当該工事における当該下請企業の作業期間がわかる書類

（工事日誌等） 
７ 受注者は、下請企業に対し、モデル工事の取組にあたり必要な事項について協力を依頼

する。 
 
(技術者等の他工事との兼務について） 
第４ モデル工事での技術者等について、他工事との兼務により完全週休２日制が確保でき

ない場合は兼務を認めない。 
 



(周辺住民への周知) 
第５ 受注者は、工事現場の公衆の見やすいところに、週休２日制モデル工事であることを

記載した掲示をする（Ａ３版程度）。 
 
(アンケートの実施) 
第６  モデル工事の検証を行うため、受注者（下請企業を含む。）は、目的物を引渡すまでに

別に定めるアンケートに回答する。 
 
(工事成績評定) 
第７  発注者は、受注者の第３第の取組に対し、別表１「モデル工事の取組に対する考査項

目」により評価する。なお、履行できなかった場合においても、評価を減点しないもの

とする。 
 
 
附 則 
この要領は平成２８年６月１日から適用する。  
 
 
 
別表 モデル工事の取組みに対する考査項目 

取組内容 考査項目 
実施要領第３第１項 

（労働者の完全週休２日制） 

完全週休２日制確保への取り組みを創意工夫の対象とし、第３

第１項について評価した場合、取組状況に応じて「５．創意工

夫」で評価する。 

実施要領第３第２項 

（工事現場の週２日休工） 

予定通り休工できた場合は「４．工事特性－１．施行条件等へ

の対応－Ⅱ都市部等の作業環境、社会条件への対応」で評価す

る。 

 
 
 


